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出典：社会資本整備審議会河川分科会大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策検討小委員会「大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について答申
参考資料」（平成30年12月）

平成30年7月豪雨による一般被害の概要
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出典：中央防災会議防災対策実行会議（第13回）資料 （平成31年1月）

避難に対する基本姿勢
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実現のための戦略～具体的な取組例～

※中央防災会議防災対策実行会議（第13回）資料 （平成31年1月）を一部加工



出典：平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ「平成30年7月豪雨を踏まえた水害・土砂災害からの避難のあり方について
（報告）」（平成30年12月）

今後の防災教育の取組①
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今後の防災教育の取組②

出典：社会資本整備審議会河川分科会大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策検討小委員会「大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について答申
参考資料」（平成30年12月） 5



水防法・土砂災害防止法における要配慮者利用施設の避難確保対策

国交省、都道府県等

• 地域防災計画に、利用者の円滑かつ迅速
な避難の確保を図る必要がある浸水想定
区域内、土砂災害警戒区域内の要配慮者
利用施設を記載

• 河川が氾濫した場合等に浸水が想定される
区域を洪水浸水想定区域等として指定

• 土砂災害のおそれがある区域を土砂災害
警戒区域等として指定

市町村

要配慮者利用施設の管理者等

（水防法第14条、土砂災害防止法第7条等）

（水防法第15条、土砂災害防止法第8条）

（水防法第15条の3、
土砂災害防止法第8条の二）

※１ 土砂災害防止法：土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律
※２ 要配慮者利用施設 ： 社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が利用する施設

避難確保計画

・防災体制・避難誘導
・施設の整備
・防災教育・訓練 等

【要配慮者利用施設の
所有者・管理者が作成】

・避難確保計画の作成、訓練の実施（義務）
・水防法に基づく自衛水防組織の設置（努力義務）

平成２９年５月「水防法等の一部を改正する法律」により、水防法及び土砂災害防止法※1

を改正、要配慮者利用施設における避難確保計画※2の作成、訓練の実施が義務化

水防法
浸水想定区域内の要配慮者
利用施設の例

土砂災害防止法
土砂災害警戒区域内の
要配慮者利用施設の例
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市町村地域防災計画に位置付けら
れている要配慮者利用施設の数

50,481

うち、避難確保計画を作成し
た施設の数

8,948

うち、計画に基づく避難訓
練を実施した施設の数

3,351

市町村地域防災計画に位置付けら
れている要配慮者利用施設の数

10,720

うち、避難確保計画を作成し
た施設の数

1,553

うち、計画に基づく避難訓
練を実施した施設の数

200

○ 国土交通大臣又は都道府県知事が指定
した洪水予報河川又は水位周知河川の浸水
想定区域内に立地し、市町村防災会議等が
作成する市町村地域防災計画に位置付けら
れた要配慮者利用施設が対象。

（平成30年3月31日時点）

○ 都道府県知事が指定した土砂災害警戒
区域内に立地し、市町村防災会議等が作成
する市町村地域防災計画に位置付けられた
要配慮者利用施設が対象。

（平成30年3月31日時点）

水防法関係

土砂法関係

＜平成30年3月時点での計画の作成状況等＞
水防法に基づき、市町村地域防災計画に位置づけられている要配慮者利用施設

うち 避難確保計画を作成済み
土砂災害防止法に基づき、市町村地域防災計画に位置づけられている要配慮者利用施設

うち 避難確保計画を作成済み

水防法等に基づく要配慮者利用施設における取組状況

： 50,481
： 8,948
： 10,720
： 1,553
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要配慮者利用施設における避難確保計画作成に対する支援策

実効性の高い計画作成の支援計画作成の手引き等の充実

４ 防災体制
連絡体制及び対策本部は、以下のとおり設置する。

【防災体制確立の判断時期及び役割分担】

注
意
体
制
確
立

警
戒
体
制
確
立

非
常
体
制
確
立

体制確立の判断時期 体 制 活動内容 対応要員

計画ひな形

平成２９年５月の水防法等改正を受けて水害、土砂災害
に関する避難確保計画作成の手引き公表

計画作成
の手引き

点検用マニュアル

手引き（別冊）

効果的・効率的な計画作成に向けた「講習会プロジェクト」の展開

市町村毎に対象となる要配慮
者利用施設の管理者を集め、
河川事務所、市町村担当者等
の参画のもと講習会形式で計
画作成について解説を実施。
その後各施設の管理者が計
画作成を行い、同講習会にお
いて計画の提出を受けること
で、効果的・効率的な計画作
成を推進。

事例集

入力例

　 計画作成年月日 2017 年 5 月 19 日 2017年1月19日

　 施設名 特別養護老人国交園

　 住所 千代田区大手町１－２－３

　 所在市町村名 千代田区

　 所在地区名（避難勧告等の発令先地区名） 千代田区大手町

昼間 名施設職員5名　利用者10名

夜間 名施設職員2名　利用者10名

休日 休日設定の有無 平日と同じ／平日と異なる

名施設職員5名　利用者10名

浸水想定区域を持つ河川名 荒川

参照する水位観測所 岩淵水門

浸水想定区域を持つ河川名 荒川

参照する水位観測所 治水橋

　施設の収容人数の状況

利用者施設職員 名

施設職員 名 利用者

施設職員

入力セル入力項目

（施設の情報）

（河川に係る情報）

〇〇

江戸川

〇〇

特別養護老人ホーム国交園

千代田区大手町１－２－３

千代田区

荒川

千代田区大手町

平日と異なる

　対象河川②（ある場合）

　対象河川①

名 利用者

簡易な入力フォーム

計画点検用マニュアルを作成

関係行政機関と施設職員
等が水災害リスク情報を共
有し、実効性のある避難確
保計画を連携して作成する
取組を実施し、事例集として
その知見を全国に展開

厚生労働省と連携し、施設を所管する
自治体が水防法・土砂災害防止法の観
点から避難確保計画を点検できるよう点
検用マニュアルを作成

計画作成のモデル事例集を作成

施設管理者
施設職員

国土交通省
関係機関

有識者

【洪水（洪水・内水・高潮編の事例】
・簡易な入力フォームを備えた計画のひな形を作成
・手順を追いながら的確に作成できるよう解説書として手引き（別冊）作成
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防災教育支援メニューについて

各学校で防災教育を実践する際に、学校関係者等と連携・協働し、
教育委員会・学校等のニーズに応じた学習教材等の作成支援を実施しています。

全国の河川を所管する河川事務所等では、河川に関連するさまざまな情報を掲載した
冊子やパンフレット等の提供とともに、河川教育や防災教育の学習素材となる写真や
データ等についての提供ならびにホームページでも公開しています。

国土交通省が所管する河川やダム等には「○○資料館」等が整備・設置されています。
これらの施設では、学習教材等の展示、施設見学の支援などと合わせさまざまな学習や
研修の場として利用が可能です。さらに、工事の現場についても、子どもたちの現地見学
や学習の場として提供可能な場合があります。

全国各地の河川事務所等では、学校や市民団体等からの依頼や要請があれば、
防災教育に関連する学習活動の支援や出前講座（出前授業）等を実施しています。

○国土交通省では、主に以下のような取組で支援することが可能です。学校において防災教育の
充実が図られるよう、これらの取組を是非活用してください。
○支援内容についてご希望、ご質問等がございましたら11ページに記載の担当窓口（防災教育）に
ご相談下さい。

①防災教育の学習教材等の開発・作成支援

②河川や災害に関連する資料（学習教材等）の提供

③河川施設等の見学受入れ及びさまざまな資料等の展示・公開等

④出前講座（出前授業）等による支援

授業で活用可能な教材の例

（水災害からの避難訓練ガイ
ドブックに掲載）

出前講座の様子
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○各学校現場において、防災教育に取り組んでいただく際に役立つ、洪水や地震などから「命を守
る」ための情報、コンテンツを収録したポータルサイトを平成３０年３月、国土交通省ホームページに
開設。
○国土交通省の最新の取組内容や授業で使用できる教材例・防災教育の事例などを紹介。

防災教育ポータルの開設

掲載されている情報・コンテンツの例

トピックス

教材

素材

手引き

事例

子ども向け動画
「洪水から身を守るには～命を守るための3つのポイント～」

・水害時の危険な状況を理解し、命を守るための知識と日頃の
備えを身につけてもらうための３つのポイントをまとめた動画
・災害時の危険な状況を学ぶことができるカードゲーム

防災カードゲーム
「このつぎなにがおきるかな？」

防災教育に取り組む先生方に役立つ最新の取組を紹介

【その他掲載サイト】
・親子で学ぶ水災害（国土
交通省）
・「防災まちづくり・くにづくり」
を考える（内閣官房）

など

ダウンロードしてすぐに使える
スライドや解説書・副読本・動画などの教材を紹介

フィクションドキュメンタリー「荒川氾濫」
（国土交通省）より

防災教育～国土の防災ライブラリ～
（国土交通省）より

指導計画・プリントなど、授業で使用する教材を作成する際に
使用できる、防災に関する写真・イラスト等の素材を紹介

【その他掲載サイト】
・自然災害の脅威（国土交通省）
・震災伝承館（国土交通省）

など

【その他掲載サイト】
・地域における防災教育の実践に
関する手引き （内閣府）
・学校安全＜刊行物＞（文部科学
省）

など

防災教育を始める際に参考となる手引き・ガイドブックや指導
計画の作成例などを紹介

小学校で行われた洪水避難訓練の例
（国土交通省）

【その他掲載サイト】
・水防災意識社会再構築ビジョン
（国土交通省）
・チャレンジ！防災48（総務省）

など

どのような授業にするか、具体的な内容について参考になる、
他校での授業事例等を紹介

防災教育ポータル 検索

URL: http://www.mlit.go.jp/river/bousai/education/index.html

水災害からの
避難訓練
ガイドブック
【国土交通省）
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支援に関する相談窓口一覧

該当都道府県 相談先 住所 担当課 電話番号

北海道 北海道開発局
〒060-8511 札幌市北区北8条西2丁目（札
幌第1合同庁舎）

防災課 011-709-2311
河川計画課 011-709-2311

青森県・岩手県・宮城県・秋田県・山形
県・福島県

東北地方整備局
〒980-8602 仙台市青葉区本町3-3-1仙台
合同庁舎B棟

防災課 022-225-2171
河川環境課 022-225-2171

茨城県・栃木県・群馬県・埼玉県・千葉
県・東京都・神奈川県・山梨県・長野県

関東地方整備局
〒330-0081 埼玉県さいたま市中央区新都
心2-1 さいたま新都心合同庁舎2号館

防災課 048-601-3151
河川環境課 048-601-3151

新潟県・富山県・石川県 北陸地方整備局
〒950-8801 新潟県新潟市中央区美咲町1-
1-1

防災課 025-280-8836
河川管理課 025-370-6769

岐阜県・静岡県・愛知県・三重県 中部地方整備局
〒460-8514 名古屋市中区三の丸2-5-1（名
古屋合同庁舎第2号館内）

防災課 052-953-8357
河川計画課 052-953-8148

福井県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫
県・奈良県・和歌山県

近畿地方整備局
〒540-8586 大阪市中央区大手町1-5-44大
阪合同庁舎第１号館

防災課 06-6942-1141
河川環境課 06-6942-1141

鳥取県・島根県・岡山県・広島県・山口
県

中国地方整備局
〒730-8530 広島市中区上八丁堀6-30広島
合同庁舎第２号館

防災課 082-221-9231
河川計画課 082-221-9231

香川県・徳島県・愛媛県・高知県 四国地方整備局 〒760-8554 香川県高松市サンポート3-33
防災課 087-811-8310
河川管理課 087-811-8320

福岡県・佐賀県・長崎県・熊本県・大分
県・宮崎県・鹿児島県

九州地方整備局
〒812-0013 福岡市博多区博多駅東2-10-7
福岡第２合同庁舎

防災課 092-471-6331
河川環境課 092-471-6331

沖縄県 沖縄総合事務局
〒900-0006 沖縄県那覇市おもろまち2-1-1
那覇第2地方合同庁舎2号館

防災課 098-866-1903
河川課 098-866-1911

＜防災教育＞

＜避難確保計画・避難訓練＞

該当都道府県 相談先 対象災害 担当課室 電話番号

全ての都道府県
国土交通省
（本省）

水害 河川環境課水防企画室 03-5253-8460

土砂災害 砂防計画課地震火山砂防室 03-5253-1610
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